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学位請求論文
伊藤和憲『グローバル管理会計』 (同文舘, 2004)
Ⅰ　論文要旨
伊　藤　和　憲
1.問題意識と課題
本論文は,本国親会社,海外子会社などグループ企業がwin-win関係を構築す
る管理会計を研究したものである｡研究対象としては,グローバル戦略の策定,
マネジメント･コントロール,海外匿接投資であり,そのような管理会計をグロ
ーバル管理会計とした｡
グローバル企業の管理会計研究は,わが国でもすでに20年以上にわたって展開
されている｡当初は,業績評価や国際税務との関係など,事業部制の発展と考え
られており,その研究対象もマネジメント･コントロールに焦点がおかれていた｡
その後,わが国の海外直接投資が増加するにしたがい,クローパル管理会計とし
ても直接投資に関わる研究が加わるようになった｡さらに今日,グローバル化の
進展に伴って競争戦略がより重要になってきた｡グローバル管理会計としても競
争戦略を取り込んで,バランスト･スコアカード(Balanced Scorecard; BSC)
によるグローバル戦略の実行が議論されるようになってきた｡本論文では,これ
らをすべて研究対象とした｡すなわち,グローバル戦略,業績評価や国際税務な
どのマネジメント･コントロール,海外直接投資に対する研究を行った｡
ところで,グローバル企業の目的は,グループ企業全体のwin-win関係を構築
して,グループ企業が株主,顧客,従業員などの利益を最大化することである｡
そこでは,グローバルに効率な生産ができるとともに,グローバルな市場ニーズ
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に適合した製品を提供しなければならず,さらに,グローバルな技術革新も行っ
ていかなければならない｡このように,グループ全体でのwin-win関係の下で,
生産効率,市場適応,技術革新をグローバルに進めていってグループ企業のメリ
ットを図る戦略を,本論文ではグローバル戦略と定義する｡そのための管理会計
として研究を進めたQ
グローバル競争が激しくなり,生産効率だけでなく,顧客ニーズにあった製品
開発,世界最高の技術をもった製品開発力がグローバル競争に勝つには重要であ
る｡このためには,いままでにも増して研究開発が重要となる｡これに伴って,
グローバル管理会計でも,原価企画の海外移転,研究開発の海外移転とその回収
管理,移転価格設定と国際税務などが緊急に解決しなければならない重要な課題
となってきた｡この課題を解決することが本論文の主要な目的である｡
本論文は,以上の点を念頭において研究を進めている｡
2.本論文の要旨
本論文は,次の表題をもつ各章によって構成されている｡
序　章
第Ⅰ部　グローバル戦略の策定
第1章　グローバル戦略に向けた国際経営戦略論の展開
第2章　グローバル管理会計の先行研究
第Ⅱ部　海外子会社のマネジメント･コントロール
第3章　製品開発の集中と分散
第4章　研究開発の海外移転と回収管理
第5章　わが国グローバル企業の業績評価実践
第6章　海外子会社の業績評価と改善
第7章　国際税務と移転価格の課題
第8章　わが国グローバル企業の事例研究
第9章　グローバル管理会計の課題とその対応第
第Ⅲ部　資源移転の会計管理
第10章　海外子会社への直接投資
第11章　資源移転とコスト回収
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第12章　グローバル経営戦略と新規事業計画
以卜,章を追ってその要旨を述べていく｡
第Ⅰ部　グローバル戦略の策定
第1章では,グローバル戦略の変遷を文献研究で明らかにした｡具体的には,
標準製品によるグローバル戦略,ナショナリズムのグローバル戦略,地域化のグ
ローバル戦略,最適機能分担のグローバル戦略について検討した｡その結果,
Bartle仕and Ghoshalが提案したトランスナショナル戦略を本論文のグローバル
戦略と考えた｡
第2章では,グローバル戦略を実行するための管理会計を模索する先行研究を
行った｡宮本[1983, 1989]の研究, Belkaoui [1991]の研究, Gray,Salter and
Radebaugh [2001]の研究, 2000年代の官本[2003]の研究を取り上げた｡その
結果,まだ十分検討されていない課題が少なくとも3点あることがわかった｡第
1は研究開発に関する研究である｡第2は,移転価格に関する研究である｡第3
は,海外直接投資の経済性に関する研究である｡以上3点がグローバル管理会計
としての残された課題と考えられる｡これらの残された課題について,以下の各
章で検討した｡
第Ⅱ部　海外子会社のマネジメント･コントロール
第3章では,北米デンソ-のケースに基づいて,親会社と海外子会社における
製品開発の機能分担について検討した｡北米デンソ-では,本国親会社がグルー
プ全体の基本設計を担当している｡またアプリケーション設計については,在米
日本企業向けは本国が担当し,現地国企業向けは現地で設計する｡このような開
発組織の機能分担は,効率的であるだけでなく,顧客ニーズに対応もできるとと
もに,さらに技術などの情報漏洩をある程度防ぐという点ですぐれた機能分担で
ある｡このような機能分担が,グローバル戦略を実行する上で重要と考えられる
ため,このような組織化を提案した｡
第4章では,研究開発という無形資産の移転価格に焦点をあてて,グループ全
体でどのような管理をすべきかを提案した｡つまり,ロイヤルティによるだけで
は,研究開発費の未回収が発生する可能性がある｡そこで｢研究開発バランスシ
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-ト｣が提案されている｡このようなストックだけの管理ではなく,フローとし
ても管理することで移転価格税制と矛盾なく回収できるため,ここでは多期間連
結損益計算書を提案した｡
第5章では,これまでの海外業績評価に関わる文献と比較しながら,わが国企
業の業績評価の実態について明らかにした｡実態調査によれば,海外子会社の業
績評価指標については,売上高や期間利益額が多く用いられており,日米で違い
があまり大きくなかった｡海外子会社と国内事業部での業績評価についてもほぼ
類似の指標が用いられていた｡さらに,海外子会社とその経営者の指標も同一の
ものを重視する傾向にあった｡海外子会社を業績評価するうえでのわが国の特徴
は,指標についてではなく,現地通貨で業績評価することが多いという点と,杏
国通貨に換算するとき社内レートを用いるという点である｡
第6章では,海外子会社の業績評価に関して,財務指標としては経済的付加価
値(Economic Value Added; EVA)で行うことが親会社にとって重要であると
考えた｡ EVAを高める方策として,資産の効率化,収益管理,原価管理を取り
とげた｡資産の効率化は,運転資本の削減と固定資産の有効利用である｡収益増
大については,現地の顧客ニーズを考えて,顧客ニーズにマッチした製品を生産
･販売することである｡原価管理としては,直接費管理として,親会社の標準値
をベンチマークする標準原価計算と2nd I,ook VE,さらに新製品開発では原価企
画が機能する｡間接費管理では, ABC/ABMによる非付加価値活動の原価改善
と資源消費の管理をする必要がある｡
第7章では,グループ企業間で行う移転価格について,その課題を検討した｡
まず,グローバル管理会計としては,移転価格に対して国際税務として扱うか,
経常管理として扱うかを検討し,両者の統合を提案した｡国際税務は経営管理を
行う条件と考えて,米国の移転価格税制を紹介した｡今日は技術移転の価格設定
が問題視されており,利益法が提案されている｡このような国際税務の下で,経
常管理との統合を図るには,研究開発費の回収管理を製品･部品やロイヤルティ
だけでなく,利益配当で回収したり,現地への再投資を行うべきであると提案し
た｡
第8章では,日産と東芝のケース･スタディを行った｡日産では,グローバル
戦略,中期計画,研究開発費の回収管理を調査した｡グローバル戦略としては,
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カルロス･ゴーンのNRPを紹介した｡また,その中期計画に基づいて戦略マッ
プが想定できることを紹介した｡研究開発の回収管理については,日産が移転価
格税制に従うこととしていることがわかった｡
他方,東芝では,戦略提携,研究開発費の回収管理,海外直接投資について調
査した｡戦略提携についてはこれによるwin-win関係の構築を紹介した｡研究開
発費の回収管理では,移転価格と連動させるのではなく,配当による回収ができ
るような海外子会社を育成することを重視していた｡海外直接投資については,
カンパニー制の下で,キャッシュフローやROIと連動されて投資選択していた｡
第9章では,グローバル管理会計の実態調査に基づく仮説検証の結果から, 3
つのことが判明した｡第1は,空洞化とその対応策についてである｡空洞化を抑
えるため,国内生産を高めるだけでなく, win-win関係を図りながら新製品開発
など研究開発を重視すべきである｡第2は,研究開発費などの親会社経費をきち
んと回収していく必要がある｡回収システムを持つことが海外子会社の業績向上
につながることもわかった｡第3は,海外直接投資では,収益性だけでなく,経
済性とか投資効率といった指標をも重視することが海外子会社の業績向上につな
がる｡
第Ⅲ部　海外子会社への戦略的直接投資
第10章では,有形資源に限定して,海外直接投資の経済性計算の仕方を検討し
た｡海外直接投資の意思決定として,海外子会社-の移転資源のタイプ選択を通
じて,子会社の業務範囲を決定するときの意思決定支援のあり方を提案したo　意
思決定支援の仕方を具体的に示すために,モデル企業を用いて数値例で検討した｡
また,モデル企業の資源移転タイプの選択問題に対して,変化が予測される要因
の感度分析とその感度の高い要因に対する優劣分岐分析も行った｡
第11章では,有形資産だけでなく無形資産の資源移転についても取り上げ,グ
ループ企業全体で全社サービス･コストをどう扱わなければならないかを検討し
た｡まず,国内完結タイプで経済性を確認した｡次に,販売機能を海外移転する
場合,組立機能を移転する場合,技術移転までする場合についてシミュレーショ
ンを行った｡その結果,研究開発費が見過ごされてしまうことを明らかにした｡
第12章では,グローバル戦略の海外直接投資を多目標下で意思決定するシミュ
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レーション･モデルを紹介した｡複数目標による満足解を求めるため,多目標ベ
クトル法による順位づけを行った｡目標が計量的であればこのようなモデルを利
用できるという例示である｡その結果,グローバル戦略に基づく海外直接投資の
シミュレーション･モデルを提案した｡
Ⅲ　審査報告
審査委員
主査　専修大学経営学部教授　　楼　井　通　晴
副査　専修大学経営学部教授　　中　山　雅　博
副査　専修大学商学部教授　　　渋　谷　武　夫
1.本論文の課題と構成
本論文は,グローバル管理会計の課題として,研究開発,無形資産の移転価格,
海外直接投資を取り上げ,これらを明らかにすることを目的としている｡従来の
研究では,業績評価と資本予算としての海外直接投資が中心であり,最近になっ
て競争戦略が重要視されるようになってきた｡したがってこれまでは,競争優位
の構築として研究開発が重要視されておらず,その成果である無形資産の移転価
格も問題視されてはこなかった｡また,海外で有形･無形の資産を構築するため
に海外直接投資を取り上げ,多目標によるシミュレーションで分析するといった
テーマについてもグローバル管理会計としては扱われてこなかった｡これらの点
を究明したのが本論文である｡
本論文は,次の表題をもつ各章によって構成されている｡
序　章
第Ⅰ部　グローバル戦略の策定
第1章　グローバル戦略に向けた国際経営戦略論の展開
第2章　グローバル管理会計の先行研究
第Ⅱ部　海外子会社のマネジメント･コントロール
第3章　製品開発の集中と分散
第4章　研究開発の海外移転と回収管理
グローバル管理会計　　373
第5章　わが国グローバル企業の業績評価実践
第6章　海外子会社の業績評価と改善
第7章　国際税務と移転価格の課題
第8章　わが国グローバル企業の事例研究
第9章　グローバル管理会計の課題とその対応策
第Ⅲ部　資源移転の会計管理
第10章　海外子会社への直接投資
第11章　資源移転とコスト回収
第12章　グローバル経営戦略と新規事業計画
本論文の序章で,日本のグローバル環境がハード･データで明らかにされた｡
いまや,海外依存度や海外子会社の利益が無視できなくなっており,研究開発や
海外直接投資が重要視されていることが裏付けられた｡
第Ⅰ部第1章では,グローバル戦略の変遷が明らかにされ,今日のグローバル
戦略の目的が明らかにされた｡つまりグローバル戦略とは,グループ企業全体の
win-win関係とグループ企業のメリットを満足化することにあるとされた｡その
ためには,グローバルで効率的な生産,グローバルな市場ニーズに適合した製品
の提供,さらに技術革新を行っていくことと指摘された｡第2章では,グローバ
ル管理会計の先行研究が行われた｡ 1980年代の宮本の研究, 1991年のBelkaoui
の研究, 2001年のGray, Salter and Radebaughの研究,それに2003年の宮本が取
り上げられた｡そこから,グローバル管理会計の課題として,研究開発,移転価
格,海外直接投資の3点が明らかにされた｡
第Ⅱ部第3章では, win-win関係がうまく構築された例として,米国デンソ-
のケース･スタディが取り上げられた｡米国デンソ-のケースによって,グロー
バルな研究開発の機能分担が明らかにされた｡第4章では,研究開発についてグ
ループ企業全体のwin-win関係を構築するために,親会社の支出した研究開発費
を海外子会社から回収する多期間連結損益計算書モデルと呼称されるモデルが提
案された｡第5章は,海外子会社の業績評価実態が明らかにされた｡第6章は,
親会社と海外子会社の関係にエージェンシー･モデルが適用され,その下でバラ
ンスト･スコアカード(Balanced Scorecard)と経済的付加価値(Economic Value
Added; EVA)の統合が図られた｡第7草は,有形資産と無形資産の移転価格設
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定について検討し,経営管理と国際税務を両立する移転価格設定が提案された｡
第8章で,日産と東芝に対して,インタビューと文献調査が行われた｡第9章で
は,グローバル管理会計についてアンケート調査により, 3つの仮説検証が行わ
れた｡
第Ⅲ部第10章では,有形資産に限定して,海外直接投資の経済性分析による管
理会計情報の支援システムが提案された｡第11章では,有形資産だけなく無形資
産にまで移転資源の範囲を拡人して,グループ企業全体のwin-win関係の構築が
取り扱われた｡第12章では,海外直接投資を多目標下の意思決定問題として扱う
場合のシミュレーション･モデルが提案された｡どの戦略をとるかによって,揺
択する目標に違いがあり,その結果として選択される投資案に影響を及ぼすとい
うアイディアである｡
以上の各章は,先行研究によって見つかった研究課題をいろいろなアプローチ
を用いて深く掘り卜げたものである｡その結果,それぞれの章で新たな提案がな
されていた｡
2.本論文の特徴
本論文は,大きく3つの特徴がある｡本文全体に流れる思想,取り扱った研究
アプローチ,新たな提案の3つである｡
第1の本文全体に流れる思想とは,グローバル企業間のwin-win関係の構築に
ついてである｡執筆者は,グローバリゼーションが人によっていろいろな意味で
使われていることを明らかにして,定義の必要性を説いた｡グローバル戦略論を
猟捕し,グローバル戦略の変遷を明らかにした｡その中で,グローバル戦略の本
質は,グループ企業全体のwin-win関係の構築にあるとした｡グローバル戦略の
目的をwin-win関係に求めることで,グループ企業全体での最適機能分担を図り,
グループ企業のメリットを満足化できるとした点は,ユニークである｡
第2は,グループ企業全体のwin-win関係を構築するために,いろいろな研究
アプローチを採用した点である｡ win-win関係を構築した研究開発の最適機能分
担として,米国デンソ-のケース･スタディが行われた｡日産と東芝の親会社へ
のインタビュー調査を行うとともに,アンケート調査によりグローバル管理会計
の仮説検証も行われた｡さらに,海外直接投資に対して具体的な数値例でシミュ
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レーション分析も行われた｡つまり,ケース･スタディ,インタビュー調査,ア
ンケート調査,シミュレーションという幅広いアプローチによって研究が行われ
た｡いずれのアプローチも先行研究から導かれた課題を解決するために用いられ
たものであり,広範囲な研究アプローチは評価に値する｡
第3は,グローバル管理会計に対する新たな提案についてである｡すべての章
でいろいろな提案が行われたが,ここでは3つの提案を中心にその特徴を取り卜
げる｡
提案の第1は,第4章の多期間連結損益計算書モデルである｡これは,親会社
が費やしたグループ企業のための研究開発費を,海外子会社から回収するモデル
である｡親会社が研究開発に成功するとその成果が無形資産となり,これを海外
子会社に移転するとき,取引価格がないとき,この無形資産の移転価格の設定が
問題となる｡また,研究開発費の回収は,いまいくら回収できたのか,あるいは
末回収額はいくらか,といったことが問題となる｡さらに,毎年いくら回収でき
ているのかをチェックすることも重要である｡このモデルは,未回収額を評価す
るストックとしての側面と,毎期の回収額というフローの側面を同時に把握する
モデルの提案である｡このモデルによって,移転価格税制と矛盾することなく,
グループ企業間でのwin-win関係が構築された｡
提案の第2は,第6章のBSCとEVAの統合モデルである｡親会社と海外子会
社にエージェンシー･モデルを適用できるとして,このモデルの下でBSCと
EVAの統合が提案された｡海外子会社が戦略実行するにはBSCが有効に機能す
ること,その財務の視点の目標として株主価値の向上を設定し, EVAを指標と
することが提案されている｡つまり,エージェンシー･モデルの下でBSCとEVA
の統合を図る提案である｡また, EVAを向上するために, EVAドライバーにつ
いても掘り下げて検討された｡収益性を向上するために製品開発を検討すること,
原価低減としては直接費管理に標準原価計算と原価企画を検討すべきこと,間接
費の管理としてABCを検討すること,資産の効率利用としてJITや固定資産管
理が図られるよう提案がなされた｡
提案の第3は,第12章の海外直接投資のシミュレーション分析に多目標ベクト
ル法を適用した管理会計情報システムのモデルである｡システム構築の基本的前
提は,親会社の考えるグローバル戦略によって採択される目標が異なり,その結
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某として投資決定に影響を及ぼすというアイディアである｡これらの実務適用に
ついて検討するために, Bartlett-Ghoshalの4つの戦略パターンと結びつけて
シミュレーションが行われた｡
他にも,第3章でグループ企業での研究開発の最適機能分担モデルの提案,第
9章の共分散構造分析によるグローバル管理会計の仮説検証がある｡多期間損益
計算書モデル,エージェンシー･モデルの下でのBSCとEVAの統合,多目標ベ
クトル法に基づく海外直接投資分析,研究開発の機能分担,仮説検証はいずれも
先駆的業績として高く評価できる｡
3.本論文の評価
以上に述べたように,本論文はグローバル管理会計という観点で,主に研究開
発,移転価格,海外直接投資が検討された.論文を通じてのwin-win思想が一貫
して保たれながら,幅広い研究アプローチによる考察がなされ,新たな提案が随
所で行われている｡特に,多期間損益計算書モデル,エージェンシー･モデルの
下でのBSCとEVAの統合,多目標ベクトル法に基づく海外直接投資分析は先駆
的業績であり,学位論文を授与すれだけのすぐれた内容を備えていると認められ
る｡
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